
○保育を取り巻く状況 

・平成 28年以降少子化が急速に進行しており、令和７年の出生数は過去最少をさらに更新

する 671,236人、合計特殊出生率は過去最低の 1.14と公表された（いずれも人口動態統

計月報年計（概数）による）。 

・保育士確保は困難を極めている。令和８年１月時点での有効求人倍率は全職種平均が 1.27

倍であるところ、保育士は 3.88倍となっている。引き続き処遇改善と魅力発信の対応が

求められる。 

・令和８年４月１日時点の「保育所等関連状況取りまとめ」が公表された。待機児童が前年

比 181人の増加となった。婚姻数が増加したことによる影響のほか、保育士を確保できな

かったことによる受け入れ数の減少も要因として考えられる。 

 

○こども政策の推進 

・令和５年４月１日にこども基本法施行。 

・令和５年 12月にこども大綱とともに「はじめの 100か月の育ちビジョン」閣議決定。 

・以降これらに沿ってこども政策が進められている。 

・三要領・指針の改訂（定）を検討する保育専門委員会と幼児教育 WG 合同会議の第 10 回

（最終回）が６月５日に開催された。取りまとめの案が会議内で示された。今回改訂（定）

においては「遊びの深まり」が注目されている。乳幼児期は自発的な遊びをとおして学び、

その深まりが資質・能力を一体的に育むといった文脈が示されている。 

・今後、検討会の取りまとめ、諮問への答申を経た後、令和９年３月（令和８年度末）告示、

１年間の周知期間、令和 10年度からの適用となる見込み。 

・こども性暴力防止法が令和６年６月 26日に公布された。公布から２年６か月を超えない

範囲（令和８年 12月 25日まで）で施行とされており、こども性暴力防止法施行準備検討

会において作成されたガイドラインが公表された。システムの構築など、本格実施に向け

て準備が進められている。 

・施行時現職者には「施行日の前日までに当該業務に従事させることを決定していた者であ

って、施行日後に当該業務に従事させる者」も含まれると示された。内定者が該当する。

新規採用者との違いを整理しておく必要がある。 

 

○令和８年人事院勧告 

・令和８年人事院勧告においては、民間給与との較差 3.51％の解消と、賞与+0.05月が勧告

された。福祉職俸給表１級 29号俸においては 9,800円増となる。公定価格の改定率とし

ては４%程度と予想される。 

 

○令和８年度公定価格・基準等の見直し 

・義務となっている安全計画の策定や実施に関し、行っていない施設に対する減算が令和８



年７月から適用された。減算額は 1350円/月で、基本分単価から減額される。なお、根拠

法例の差異により保育所の方が幼稚園・認定こども園に比べて高いハードルが課されて

いることに注意が必要。 

・業務継続計画（BCP）の策定は現在義務とはなっていないが、先般の熊本地震などを踏ま

え、取り組み強化が図られる見通し。今年度中に業務継続ガイドラインも改訂予定と示さ

れた。 

・安全計画と事業継続計画との違いについては比較表を参照されたい。 

・減算についてはもう一つ、経営情報等の報告を行っていない場合の減算も導入された。こ

こ de サーチに適切な情報が入力されていない場合、基本分単価から５％が減額される。

報告期限を３か月以上過ぎると適用されるので、留意願いたい。 

・令和８年２月時点で２割程度の施設が経営情報未入力との調査結果が出ている。保育所に

おいては収支差率 5.2％、人件費比率 70.9％との結果である。ただし、示されたのは速報

値であり、令和６年人勧分の影響なども考えられるため注意が必要。 

・ICTのランニングコストに係る部分について、新たな加算が創設された。ICT活用の責任

者を複数人のチームで置くこと、施設所在の自治体が国の保育業務施設管理プラットフ

ォームに参加していることなど、今後運用に当たって調整が必要となるであろう要件が

いくつか示されている。 

・公定価格に関する FAQ が更新され、各種要件の詳細が示された。キャッシュレスの取扱

い、プラットフォームへの参加等確認されたい。なお、「活用」が要件であるため利用実

態がない場合は加算対象にならないことが明記された。 

・各種加算の要件については今後緩和や撤廃を求めていくこととなるが、加算が新設される

こと自体は大きなことである。新設加算そのものを否定するのではなく、不十分な点は継

続して拡充を求めていくように考えるべき。 

・今年度から施設災害復旧費および設備災害復旧費の見直しがあり、適用拡大や補助上限額

の引き上げなど拡充がなされた。全般により使いやすくなった印象である。 

・令和８年 10月から改正労働施策総合推進法の適用により、いわゆるカスタマーハラスメ

ント対策が必要になる。国は現在調査研究事業に取り組んでおり、具体的なガイドライン

等は検討中になっている。 

 

○こども家庭審議会子ども・子育て支援等分科会 

・８月 19日、今年度１回め、通算第 15回の子ども・子育て支援等分科会が開催された。委

員である髙谷常務理事から、公定価格の減算は本来子どものために給付されるべき費用

からの減算であり、保育の質の低下を招きかねない旨の意見などを申し述べた。その他委

員からの意見等詳細については全私保連ニュースを参照されたい。 

 

○保育三団体協議会の取り組み 



・令和８年度幹事団体は日保協。年度明け４月 10日には自民党「こども・若者」輝く未来

創造本部でヒアリングを受け、５月７日には保育関係銀連盟総会に出席し、要望書を提出

した。 

・７月１日には例年の要望活動を行い、７月 13日に三要領・指針に係る意見書提出を文部

科学省およびこども家庭庁に対し行った。 

・今年度三団体要望には公定価格の改善や急激な物価高騰に係る補助について書き込まれ

たほか、公立施設に限り全国展開とされた満３歳未満児の給食外部搬入に対する懸念も

追記された。 


